
平成２８年度　事務事業マネジメントシート

Ⅰ　事務事業の目的・内容

Ⅱ　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

Ⅲ　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善　＜※主管課長記入＞

⑴　事務事業についての評価及び今後の方向性

⑵　事務事業の業務改善について

③取組の
課題

養護老人ホームへの入所は必要な調査
を実施し、入所判定委員会に諮る等、
法令に照らし適切に実施する必要があ
る。

④今後の
改善計画

措置入所についての基準を厳格化し、
適正入所に努める。

①今年度
(H28)の
改善計画

②今年度
(H28)に
実施した
取組

措置入所者の把握に努め適正に実施す
る。また、新たな措置入所の案件が発
生した場合には、必要な調査を実施
し、入所判定委員会に諮る。

本年度については、措置入所に係る案
件はなかった。また、３名の入所者の
うち２名については、要件から外れ養
護老人ホームを退所した。

Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切であ
る

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅱ　継　　　続　（事業を現状どおり継続すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

Ｂ　必要性は変わらな
い

Ａ　市が担うべき

有効性

0.20

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

平成2８年度

1,382,000 1,506,000 1,373,000

0.20

4,563,445

8,456,185 6,485,232 4,563,445

目的に対する現状（客観的事実・データ
に基づく現在の状況や取組状況）

9,838,185 7,991,232 5,936,445

措置状況は減少傾向である。

平成2６年度 平成2７年度

8,456,185 6,485,232

0.20

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

保護措置者数 3 3 3 人 ↘↘↘

名　　称 平成2６年度 平成2７年度 平成2８年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

養護老人ホーム等への入所
措置が必要なおおむね６５
歳以上の市民

意図
事業
目的

01

対象

身体上、精神上、環境上、経済上の理由により在宅での生活が困難な高齢者が養護老人ホー
ムに入所するための制度であり、措置入所の可否は訪問調査及び入所判定委員会の意見を踏
まえ決定する。

平成５年４月１日老人ホーム措置入所等の事務が県から市町村に移譲された。当時、管内に
当該施設の開所はなく管外委託のみでの運用であった。その後管内に３施設開所、管外含め
最大時２１０名の措置入所があった。平成１２年度介護保険の施行により特別養護老人ホー
ムが措置入所施設へ移行された。養護新規・増床の予定はなく、養護老人ホームの建て替え
時、特養・ケアハウス化の傾向が強い状況である。

該当者を措置することにより、本人及び家族の負担が軽減
となるよう、最適な処遇を保証する。

主管課長横山　友二高齢者や障害者がいきいき暮らせる社会づくり

会計 小事大事

01

目項

03 01 03 04
事業名

政　策
施　策

04

4-2

老人保護措置事業

４節　誰もが充実した生涯をおくることのできる流山（市民福祉の充実） 主管課 高齢者生きがい推進課

事務事業の総ｺｽﾄ(a=b+c)

事務事業のコスト

⑤

⑥

指標

①

②

人役・嘱託(人)

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

うち一般財源

 事業費（ｂ）（円）

 職員給与費(ｃ)(円)

人役・再任用(人)

人役・臨職(人)

人役・職員(人)

③

④


